
(単位：円)

3,823,876,003     3,033,071,742        

109,947           1,064,367,567        

1,141,357,010     100,000,000          

941,457,982       532,396,000          

508,011,028       40,000,000           

675,583,951       251,493,822          

19,797,768        82,218,236           

316,800           406,457,371          

372,062           1,296,280            

961,610           76,849,814           

20,000,000        128,569,400          

453,386,053       95,633,400           

62,994,251        139,209,200          

5,459             113,355,692          

△477,918         1,224,960            

1,373,560,934     1,527,034,615        

53,156,441        1,303,034,000        

37,478,686        56,868,000           

12,058,555        18,887,121           

3,619,200         2,756,160            

459,331,450       113,906,000          

4,342,637         31,583,334           

10,318,917        4,560,106,357        

444,669,896       

861,073,043       189,933,695          

773,519,097       50,000,000           

90,000            70,000               

82,457,080        70,000               

1,874,866         362,463,695          

3,132,000         20,600,000           

341,863,695          

341,863,695          

△222,600,000        

447,396,885          

447,396,885          

637,330,580          

5,197,436,937     5,197,436,937        負 債 ・ 純 資 産 合 計

【 利 益 剰 余 金 】

利 益 準 備 金

【 そ の 他 利 益 剰 余 金 】

繰 越 利 益 剰 余 金

【 自 己 株 式 】

【 評 価 ・ 換 算 差 額 等 】

資 産 合 計

一 年 内 償 還 予 定 私 募 債

未 払 金

未 払 費 用

前 受 金

契 約 負 債

預 り 金

【 固 定 負 債 】

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

投 資 未 払 金

ﾘ ｰ ｽ 債 務 / 流 動 負 債

【 そ の 他 資 本 剰 余 金 】

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

一年内返済予定長期借入金

長 期 未 払 金

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

【 株 主 資 本 】

負 債 合 計

純   資   産   の   部

【 資 本 金 】

【 資 本 剰 余 金 】

【その他有価証券評価差額金】

純 資 産 合 計

【 無 形 固 定 資 産 】

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

【 投 資 そ の 他 資 産 】

投 資 有 価 証 券

出 資 金

差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

会 員 権

リ ー ス 資 産

前 渡 金

立 替 金

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

前 払 費 用

預 け 金

【 固 定 資 産 】

貸 倒 引 当 金

【 有 形 固 定 資 産 】

建 物 付 属 設 備

工 具 器 具 備 品

貯 蔵 品

貸　借　対　照　表

2023年  3月 31日 現在

資 産 の 部

現 金

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

当 座 預 金

普 通 預 金

定 期 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

負 債 の 部

買 掛 金

短 期 借 入 金



重要な会計方針に係る事項に関する注記     

（１）有価証券の評価基準及び評価方法     

   その他有価証券     

   市場価格のない株式等以外のもの     

期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。  

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ております。）    

     

（２）固定資産の減価償却の方法     

   ①有形固定資産     

   定率法を採用しております。 

ただし、2016 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備については定額法によって

おります。 

②無形固定資産     

   定額法を採用しております。     

        

（３）引当金の計上基準     

  ①貸倒引当金     

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計

算額と、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。     

  ②賞与引当金     

    従業員賞与の支払に備えるため、支給見込み額に基づき計上しております。 

③退職給付引当金     

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。     

  ④役員退職慰労引当金     

役員の退職慰労金の支給に備えるため、社内規程に基づき当事業年度末における

要支給額を計上しております。     

  

（４）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の案件を満たしているため、特例処理を採用し

ております。 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ  



ヘッジ対象・・・借入金 

③ヘッジ方法 

当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変動によるリスクを回避す

るため、金利スワップ取引を利用しております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略して

おります。   



当期純損失 △943,313,322


